







その他のタイトル Enhancing the Credibility of Financial
















られない中小企業（See e. g. Raiborn［1982］p.18 − 28; AICPA［1985］）に
対して、しかも多くの場合は中小会計事務所によって、広く提供されていた




Ronaldson v. Moss Watkins, Inc. 事件判決 2）は、精密監査ではなく、貸借対照
1） もっとも、未監査財務諸表をめぐる会計士の責任について、1940年代後半には、す
でに注目され始めていた。See A Reader［1947］. See also Joint Subcommittee on Labor−
Management Reform Legislation, House of Representatives［1959］p.71−72.






















録等は正しいものと仮定することができた（at 470）。実際、The Federal Reserve Bulletinの







監査との区別が争われた事件に係る裁判例として、National Department Stores Corp. v.
House of Fashion, Inc., 96 So.2d 473（La. 1957）がある。また、貸借対照表監査についての
詳細な邦語文献としては、たとえば、千代田［2008］参照。
4） 139 Pa. Super.346, 11 A.2d 782（1940）.
この手続書は、明示的には監査手続きが必要と考える範囲に及ばない場合にお


















































手続き（Auditing standards and procedures）』に統合されたが、第10章のパ
ラグラフ 17及び 18は、監査手続書第 32号パラグラフ 16及び 17を踏襲したも
のである。
その後、アメリカ公認会計士協会が1967年に公表した監査手続書（Statement
































7） See also Chazen and Solomon［1972］p.41−42.
8） このテーマについて、邦語文献で紹介したものとしては、古賀［1990］（とりわけ、
294頁以下）が詳細である。






士協会の職業倫理規定のRule 2.03違反を認定し（at 506）、損害の 10）賠償義務
を負うものとした。
そして、たとえば、Escott v. Bar Chris Construction Corp. 事件判決 11）やRhode







実際、Anderson v. Strohm 事件判決 14）は、一般会計サービスを引き受け、財
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11） 283 F. Supp. 643（1968）.
























Corp. v. Touche, 255 N. Y. 170, 174 N. E. 441（1931））においてCardozo 判事が
提示した準則から離脱する理由はないとした（at 371）17）。







14） No.39112（Super. Ct. Cal., Octber 5, 1971）.
15） 438 F. 2d 357（10th Cir. 1971）.
16） 199 S. E. 2d 564, 129 Ga. App. 367（1973）.









1136 Tenants’ Corporation 事件判決をうけて、アメリカ公認会計士協会はタ
スクフォースを設置した。監査手続書第 28号の下でも会計士は知り得た不正
について調査・報告することを義務付けられていることから、タスクフォース
は、1136 Tenants’ Corporation 事件は監査手続書第28号の見直しを迫るもので
はないと結論づけたが（Task Force on Unaudited Financial Statements of
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提出したが、上告審判決であるニューヨーク州控訴裁判所判決（30 N. Y. 2d 585, 281 N. E.
2d 846（1972））では、理由を付すことなく原判決が支持された。
20） Blakely v. Lisac, 357 F. Supp. 255（Or. 1972）も、1136 Tenants’ Corporation 事件判決に
倣って、会計士は、監査でない記帳業務を行うときでも、提供された情報について最小限
の調査を行う義務を有すると判示した（at 256）。
the Auditing Standard Division of the American Institute of Certified Public
Accountants［1972］p.62）22）、監査手続書第 28号の枠組みの中での未監査財
務諸表に対する会計業務の統一を図るため、ガイドラインを制定することとし、
1975 年にガイドラインを公表した（Task Force on Unaudited Financial











表示に係る責任を負うとの判断を裁判所は示した。Coleco Industries, Inc. v. Berman, 423 F.
Supp. 275, 310（E. D. Pa. 1976）, aff ’d in part, 567 F. 2d 569（1977）も、「会計事務所の責任
は、引き受けたものによらなければならず、依拠可能性（dependability）の拒絶によるべ
きではない。会計事務所は信頼性（reliability）を否定する一般条項によって過失による責
任を免れることはできない」としたRyan v. Kanne, 170 N. W. 2d 395, 404（Iowa 1969）（こ

























（Accounting and Review Service Committee）を設置し、1978年には、会計
及びレビュー業務基準書第1号（Statement on Standards for Accounting and

































































































立を否定してきた（See e. g. Donohue［2011］p.2）25）。たとえば、William Iselin





ものとしてOtto v. Pennsylvania State Education Association, 330 F. 3d 125, 133−134（3d Cir.
2003）がある。
っている、会計士と原告との間の実質的な関係は認められない（insubstantial）
として、Credit Alliance Corp. v Andersen & Co. 事件判決 27）の要件がみたされ
ていないとして会計士の責任を否定した。また、たとえば、Lattanzio v. Deloitte
& Touche LLP, 476 F. 3d 147, 155（2d Cir. 2007）やOverton v. Todman & Co.,
478 F. 3d 479（2d Cir. 2007）は、レビュー業務を行う場合には財務諸表の訂
正義務を会計士は負わないと判示した。




して、会計士の責任の成立を否定した（See also Pacific Investment Management
Co. LLC v. Mayer Brown LLP, 603 F. 3d 144, 152（2d Cir. 2010））。







26） 128 A. D. 2d 453, 513 N. Y. S. 2d 3（1987）. もっとも、裁判所は、SSARS 1に言及してお
らず、この結論は専門家としての会計士の証言に依拠したものであると指摘されている




Credit Alliance Corp. v Andersen & Co. 事件判決及びWestpac Banking Corp. v Deschamps, 
66 N. Y. 2d 16, 19を参照しつつ、会計士と原告との間には契約関係に近い密接な関係［a
relationship sufficiently approaching privity］の存在の立証がないとして、請求は棄却した
（See e. g. Kozlowski［1988］p.768）。
27） 65 N. Y. 2d 536, 551.
28） 741 A. 2d 176（N. J. Super. Ct. Law Div. 1998）.























30） See also Cast Art Industries LLC v. KPMG LLP, 38 A. 3d 562, 570−571（N. J. App. 2010）
（AICPA’s Code of Professional Conduct）, reversed and remanded by Cast Art Industries, LLC
v. KPMG LLP, 2012 N. J. LEXIS 152（N. J., Feb. 16, 2012）, Abrams & Wofsy v. Renaissance
Investment Corp., 820 F. Supp. 1519. 1532−1533（N. D. Ga. 1993）（AICPA Advisory Services
Guidelines）.
31） First National Bank of Bluefield v. Crawford, 386 S. E. 2d 310, 314−315（W. Va. 1989）（レ
ビュー報告書に信頼を第三者が置いた事案）.
32） 466 F. Supp. 340, 345（D. Neb. 1979）.


















このようなアプローチは、Ashland Oil, Inc. v. Arnett 事件判決 35）、Badische
Corp. v. Caylar 事件判決 36）などにおいても採られている。また、たとえば、In







34） 227 Cal. App. 3d 1389, 278 Cal. Rptr. 490（1991）.
35） 875 F. 2d 1271, 1284（7th Cir. 1989）.
36） 356 S. E. 2d 198, 200（Ga. 1987）.
るというものである（See Dzienkowski［1982］p.783）。これは、すでにみた
Bonhiver v. Graff事件判決、First National Bank of Bluefield v. Crawford事件判
決などのとる立場である。刑事事件との関連であるが、United States v. Natelli
事件判決 37）は、未監査であっても、会計士は「きわめて疑わしい数値（high-
ly suspicious figures）を知りつつ、無謀に（in reckless）目を閉ざす」ことは
できないと判示した。















37） 527 F. 2d 311, 320（2d Cir. 1975）, cert. denied, 425 U. S. 934（1976）.
38） 479 A. 2d 1027, 1032（Pa. Super. Ct. 1984）, appeal denied, 528 A. 2d 957（Pa. 1987）
39） なお、見積財務諸表のコンピレーションとの関連で、たとえば、Cogan v. Triad American




る技能と知識を行使することが求められる。」See L .B. Laboratories v. Mitchell, 39 Cal. 2d
56, 244 P.2d 385（1952）, City of East Grand Forks v. Steele, 121 Minn. 296, 141 N. W. 181, 45



















業務が遂行されなかったというものである（See e. g. Anderson v. Deloitte &




41） 166 A. D. 2d 130, 569 N. Y. S. 2d 955（1991）.
42） 278 N. Y. 104, 112（1938）.
43） 会計士の専門家責任が追及される事案においては、アメリカ公認会計士協会のガイド
ラインが専門家証人によって繰り返し言及され、裁判所も注意義務の水準の判断にあたっ
てガイドラインに依拠するという傾向がみられる。e. g. Cast Art Industries LLC. V. KPMG
LLP, 3 A. 3d 562, 570−571（N. J. App. 2010）（ただし、209 N. J. 208, 36 A. 3d 1049（2012）に
より破棄差戻し）, Abrams & Wofsy v. Renaissance Investment Corporation, 820 F. Supp. 1519,







（See e. g. Nichols v. Keller, 15 Cal. App. 4th 1672, 1684（1993））、監査人は受認
者であるとは通常みられておらず（See Franklin Supply Co. v. Tolman, 454 F.
2d 1059, 1069（9th Cir. 1991））、レビュー契約における顧客が洗練されていな
いということはまれであるため、この法律構成により、会計士が責任を負うと
いうことはあまり考えられない。
証券訴訟との関連では、Central Bank of Denver, N. A. v. First Interstate Bank




（substantial assistance）」を与えたことに注目する（See e. g. Kraakman［1986］







判示した裁判例（In re Enron Corp. Securities, Derivative & ERISA Litigation,
235 F. Supp. 2d 549（S. D. Tex. 2002））45）もあるが、証券訴訟において、裁
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く認めるべきであるとする根拠として、たとえば、Spherex, Inc. v. Alexander















かの裁判例では認められている（e. g. Spherex, Inc. v. Alexander Grant & Co. 事
件判決、International Mortgage Co. v. John P. Butler Accountancy Corporation 事
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45） See also In re Software Toolworks Inc. Securities Litigation, 50 F. 3d 615（9th Cir. 1994）,
In re Lernout & Hauspie Securities Litigation, 286 B. R. 33（D. Mass. 2002）, In re Lernout &
Hauspie Securities Litigation, 236 F. Supp. 2d 161（D. Mass. 2003）.
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